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連絡事項処理用紙

部長 兀ｹYI+x��蝌ｼi┼:ﾙ�ﾙk�攣+r�・課長 ��iYｸ攣+x�����������xﾘy%99b�

/ 艇�R�子 ��ｲ�
訪問先 佰i�8竧処効醜檍駟k��ﾘｼr�年月,日 兌ﾙ�ﾃ#僖繹ﾈ��i?｢��R��
近畿中国四国事務所 �11’時へ12時 

坂本経済取引指導官 藤原経済係長 ��陌竟"�玉木課長、(報告者)阪上主事㊨ 

件　名 仍�79�h5(984�8ｨ�ｸ6xｺi:��xﾘy��ﾘx檍,ﾉ�ﾙzyDh�(�h,�,(*(,H,ﾉ�ｩ&ｸ�R�

内　容 冏ｹ?ｨ��+�.ｨ-ﾈ,Xﾉ�:(+X,H*(.仍�79�h5(984�8ｨ�ｸ6xｺi:��xﾘy��ﾘx檍,ﾉ�ﾙzx,�,(*(,H���
公正取引委員会(以下、公取委)を訪問し、相談した内容は次のとおりでしたので、 
御報告します。 

公取委より、以下の回答があった。 

・独禁法に違反する行為とは何かということだが、基本的には協同組合は独禁 

法の適応除外の団体になっている。 

・ただし、・組合外での価格等の制限を行う等、法適用除外の範囲外の行為もあ 

る。(A連合会の構成員B組合の販売価格を制限してはな、らない等。) 

・なお独禁法違反があった場合の情報共有についてであるが、独禁法上、守秘 

義務が課されて寄り、公取委がどういった調査をしたかなどの情報を口外する 
ことは出来ない。 

・京都府と連携して情報提供し合うということは出来ないが、調査依頼の制度 

は設けており、何人でも調査依頼ができるところ。・ 

・・本件についての、判断やコメントは出来ないが、何か追加でお話出来ること 

があれば後日連絡させてもらう戸 � 
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連　絡.事　項　処、理　月∃音量垂

琵鷺・経営

支援課長
産業労働総

務課副課長
企画・地域戦略担当

京都生コンクリー

平成29年11月1日(火).

(相手方)三野岳彦顧問弁護士

(当　方)白江副課長、阪上主事、辻村主事

三野弁護士に相談したところ、 結果は以下のとおり でしたので、 その概要を報告します。

<相談内容>

心　認可の判断において、役員に暴力団がいないか確認しておく必要があると考えるが、中小企
業等協同組合法(以下、組合法)には、暴力団排除の規定がないo役員に暴力団関係者がいる場合
は、京都府暴力団排除条例の違反を根拠に、組合法に基づく組合設立の認可を拒否できるか。 (条

.例を根拠に、法律に基づく認可事務を否定できるか)
(B)亭∃氏が法人取締役でありながら労働組合に属していることで労働組合法上の労働組合と
して認められないということがあった場合、その労働組合が権利行使できないのであって、違法で
はなく、協同組合の認可には影響しないと考えるが、どうか。

<三野弁踵士回答>



重量　系言　寄　項　処　堅葛と臣臆臆系氏

廃業・経営

支援課長 驚讃-

京都生コンクリ」

企画・地域戦略担当

一一一二二望二一二二-二〇--」-豊里擬農三宅三日主と堅塁璽望胴撞墨≦攫蟹二王堅旦三〇_○○_

平成29年9月15日 (金)午前13時3 0分一午前1 4時00分
(相手方)国松治一顧問弁護士

(当　方)玉木課長、白江副課長、阪上主事、

辻村主事

前回、 8月31日 ころ、
謹士へ相談することを勧められた。.国松弁護士に相談したところ、
の姉要を報告します。

結果は以下のとおりでしたので、そ

畢可の判断において、・役員に暴力団がいないか確認しておく必要があると考えるが、中小企業等
協同組合法似下、組合法)には、暴力団排除の競走がない。

役員に暴力団関係者がいる場合は、京都府暴力団排除条例の違反を根拠に、組合法に基づく組合

設立の認可を拒否できるか。 (条例を根拠に、法律に基づく認可事務を否定できるか)

<国松治一弁護士回答>

し∴〆



重し書籍事項　処理　用二塁堅

商業・経営

支援課長

京都生コンクリー

産業労働総

務課副課長
企画・地域戦略担当

…〇°‾　‾ / / i岬i岬小皿ロノ雪口コミVノ鼠又上面叫-」乍玲○ブナ罷工伸酸滞果<瀧聞売・ 2回目>
-‾-----一一〇〇〇----------○○--------○○--○○------〇一-〇〇一------〇一〇〇一一〇〇-○○----○○-○○-〇〇〇〇---〇〇〇一-

平成29年8月31日(木) 午前11時　へ 午前1 1時4 ;政策法務課内
高田沙織弁護士(相手方)

(当　方)玉木課長、自江副課長、阪上主事、

辻村主事、渡迭主事・

前回法律相談以降、
可申請の提出。

連合会は平成2 9年 7月12日 8月 1 0日に本課へ設立認

本件の今後の対応について、高田沙織弁護士に相談したところ、結果は以下のとおりでしたので、そ
の概要を報告します。

●認可の判断において、役員に暴力団がいないか確認しておく必要があると考えるが、中小企業等

協同組合法(以下、組合法)には、暴力団排除の親定がない。

役員に暴力団関係者がいる場合は、京都府暴力団排除条例の違反を根拠に、組合法に基づく組合

設立の認可を拒否できるか。 (条例を根拠に、法律に基づく認可事務を否定できるか)

<高田沙織弁護士回答>

⇒以上より、再度顧問弁護士に相談を行うこととする。



/
商業・経営

支援課長

連　絡事　項　処　理　用一重垂

京都生コンクリー

産業労働総

務課副課長
企画・地域戦略担当

平成29年6月29日(木)午前11時　- 午前11時3 〇分　場所 政策法務課内
(相手方)高田沙織弁護士

(当　方)白江副課長、阪上主事、辻村主事

渡逸主事
この度、府内4づの生コンクリー ト協同組合が京都生コンクリ

番号であり実質同じものではないか。 ②亡で下士ま

相談があり、京都府中小企業団体中央会を窓口とし事前協議等を行っていた。平成2 9年6月1 4日に

設立認可事前協議について部の決裁が終了し、創立総会の開催を了承したo今後7月1 2日の創立総会

露警護護憲露盤鵠喜詩語豊
労働組合法上、労働組合の役員が会社の役員になっている畔ま違法である。

〉(いわゆる労働組

合)のし__一二千である。

本件の今後の対応について、高田沙織弁護士に相談したところ、結果は以下のとおり′でしたので、そ
の概要を報告します。

<相談内容>

4組合が1つの連合体になろうとしているが、そのl組合と関係のある法人の役員に法律上違反

のある人物がいた場合、設立認可に影響を与えるかご助言いただきたい。

…醤鸞藷器器器蓑諾:芸二蒜蒜
として認められないということがあった場合、その労働組合が権利行使できないのであって、その

ことは直接法人には影響しないし、協同組合認可においても影響を与えないと考えるが、どうか。

<高田沙織弁護士回答>
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連絡事項処理用紙

部長’ ノ‾:心音 兀ｹYI+v��YwHﾝ延ｩ:ﾙ�ﾙk�攣+r�襲索 兀ｸ攣+x�������xﾘy%99b�
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囲里三三) 窓口行政書士:四民(壱≡≡∃)) 
場所 伜�u�("�

中央会:」二二二二工、亡三三コ ��陌竟"�講籠清監事陵 

件　名 仍�79�h5(984�8ｨ��6xｺi:��xﾘy���　　　　　　　　う- 合会の設立認可に係るヒアリング 

内容 ,′ 冏ｹ?ｨ��ﾈ�ﾉ��ﾘx檠�ﾙzx,佛x.�7�4�8ｨ984�/�ﾗ8*(-ﾈ+X+ﾘ�(+ｸ,ﾉ>�vX,ﾘ鵁,ﾈ,h*�.�,R�+X+ﾘ,ﾈ,X��ﾎI_�ﾙ�+X-ﾈ+x�"�

(1)設立趣旨について(囲氏). 

∴　京都市、南部地域にある4組合で連合を作る。 
生三ンはどこでも同じものが出来、90分以内に納品しなければJ工S規格に ならない。こうした中で価碑競争や原価割れが起こっていた。 

そのため、現状の様な組合ができ、価格の維持を行ってきた。 
しかし、道路が良くなり9〇分で行けるエリアが広がったことから　組全油日 ヽl日日 で重なるエリアが出てきて・、エリアの取り合いになる可能性がある・-れは 

oヽ-　ヽ 中小企業を守る組合の趣旨に反するので、それぞれの組合が同じ土俵で話し 合いする場が必要で・技術連携も出来るo主には、そのための連合会設立で 

ある。 ��

(2)事業内容:収支予算書について 
・連合会が発注案件の調整機能を果たす 

全量を連合会を通せとい・う趣旨ではなく、これまでどおり各組合でも販売 等を行う。 

名神から宇治川(南区や伏見区エリ’ァ)がどの組合も90分で行けるエリ アであるため、激戦区となちている。まずはこのエリアの調整機能から 

・始めて行く予定o(各社、仕事量にバラツキがあるので分配していく) (巨ヨ氏言≡王氏) 

Q:・各組合が合併して1つになるのではなく、連合会という形にした経緯は。 
A:すでに各々の組合での形があり、経営状況や事情を踏まえるとす′ぐに 

1・つになることは不可能o各々の組合の特色を残しつつ連合会を設立し たい。(t≡∃氏) 

発注の仕方も組合によってはバラバラである。(企業が直接受ける場合、 

組合が受ける場合)(匿う氏)’ 

Q:連合会が設立されたら、受注の仕方はどうなるのか。 
A:日々の出荷状況を見て、連合会から各組合に対して発注し、これまでどお 

り各組合は組合員企業に割り振る。佗ヨ氏) 

Q:連合会が買い取るような記載をされてるが。　　　　　　　　′ 
A:生コンは基本的には製造業者は直接売らず、販売会社が生コンを売る。 

連合会においては、 
連合会→4組合に発注→連合会が仕入→連合会が販売 

また、これまで通りの取引(各組 俘x.)�xﾘx醜ｮ仂h,X,ﾉLﾉHB�.��xﾌ�,ﾘ+�+����



可とする。 (う≡ヨ氏)

Q :普通は、企業から受注があれば受けると思うが、そうなると連合会での
.取引は少なくならないか。

Å:初期は少ないと思う。 〈と∃氏) .

Q :連合会を設立する意味はあるのか。
A:稼働率が低いと、組合同士で仕事をくれないかという相談は今でもある。

墓豊讐璧藍離亜盛
このまま、組合間で競争しあっていたら、どんどん業界が疲弊してしまう。

連合会の調整機能が必要である。 (玉≡し氏)

Q :次年度の収支予算のエ三三∃皿3はどのような数量なのか。

A:いきなり初年度では、そこまでは難しい。・ ,

4つの組合の年間総量であるo現在2 1社いるo (近々、 2社が加入し2

3社となる見込み) (工≡∃氏)

Q :事務局貝は2人で見込まれているが、どうか。
A:状況によって、変動する。 (工≡ヨ氏)

Q :販売価格はどうなるのか。員外利用はあるのか。
A ‥現在は、各協同組合が価格表を持っており、組合によって微妙に価格が

違うo今回も連合会の価格表を作る予定o (例えば、組合価格が1万であ
ったら∴1万2 0 0円とかそれぐらいの誤差である)員外利用はない。

(巨ヨ氏)Q:艶
A:もちろんである0各組合はそれぞれ規模は小さく、全員が理事であるた

め、理事会などで周知しているo同じ方向を向いていないと申請しない。

違う方向を向いている人がいるのか。 (妄重民)
⇒そういう訳ではないが、皆さんにお聞きしていること。

Q:事務所についてはどのような状況か。

A:京都生コン組合の事務所の空いているフロアを借りる予定。
●机などを置けるようにしている。組合名の表示もする,し、独立性、機密性

も守られている。 (距氏)

(3)組合法の基本百的の説明(課長)
組合法第’5条(基準及び原則)について別紙を配布し説明した。

(4)認可後の流れについての説明(阪上)

荒莞謁薫染護嵩聖と議諾筑豊となった齢の流
(※設立登記、税野署への届出、法人鞍手後に違法醜
董)

警譜と諜袈裟崇詰讐器議謹、 (暴言嘉言寄氏)
1年後とかにはならない。 (課長)
来月にはもらえるのか。臆(匿う氏) ⇒なんとも言えない。 (課長)



(6)ヒアリング後中央会との検討事項
・連合会受注の規模について、収支予算では4組合の総量を記載しているが、

初年度はその数量までは難しいという話があったが、収支予算を実数どお
りに修正してもらう必要があるのではないか。 (課長)

⇒組合に確認する。 (エ三重氏)

・工二二コが述べたのは、実際は、連合会を通さず受注する可能座がある

欝響響議鵜蒲輩



圏幽園猛雪

○中小企業等協同組合法<抜粋>

(昭和二十四年六月一日)
’(法律第百八十一号)

(基準及び原則)

第五条組合ぽこの法律に別段の定めがある場合のほか、次の各号に掲げる要件を

備えなければならない。

-組合員又は会員(以下「組合員」と総称するo )の相互扶助を目的とすること。

二　組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。

三組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。

四　組合の剰余金の配当は、主として組合事業の利用分量に応じてするものとし、出

資額に応じて配当をするときは、その限度が定められていること。

2　組合は、その行う事業によってその組合員に直接の奉仕をすることを日的とし、

特定の組合員の利益のみを目的としてその事業を行ってはならない。

3　組合は、特定の政党のために利用してはならない。



組合設立手続ブロー図

行政庁 �(h匣檍�b�発起人 剋相i事業者.’ ��YOXﾖﾂ�l ! I ) ! i ( ! ; i l 
、　　　　　設立同意者 

(組合貴になろうとする者): 

l ��4人以上 凵E組合設立可能性の検討 ��ﾙzy:�2��(,ﾉKﾉ�B�

(組 俘x醜,�,�.ｸ*H,h+x.倆"停��・設辛意思の確認〇・ 
・発起人の選出. ・∴…・・ト闘 ●ノ l ヽ● ∴∴・・ト国璽重要垂] 

i　　　設立相談(任意)※随時 
!音 l l l● l’ I i’. .l ..l“ ・i. ・i , i iI● i I ノi ・↓ 迄�YJﾘｴ��ﾈ檍,ﾈ､ｨﾜ2��h�YJﾘｴ��ﾉ�9Uﾈ,ﾉ�偬��R��YTｹwh��}靈H粂,ﾈﾞﾉ�ﾂ���ﾘ袱+8x��

・・事前相談・けり汐(任意)子※睡(十 

.I lI l’ I.・ 音I I I .∴工 I ・; l 臆l I l. ●I. I’ .I I i ・i i ・I音“ ’二十 ●●●●- 白�停���b���R���ﾂ���ﾂ��ｲ�����b�ﾂ��d停��fﾂ����ﾄ�����V����ﾂ���h�R������R�●● I設立趣意書等の送付●・ ・送付書類・∴ 、- 創立総会開催の公告・通知・・ 

・　(公告・通知は開催日の2週描 剿ﾚ前): 

創立総会 

1定款使びに親約)の制定　　　7　創立費の額及びその償却方法の 

2　賦課金の額及び頭課徴収方法の　　決定 刪ﾈ上が出 

決定“　　　　　　　　8　組合事務所の所在地の決定 剌hし、′そ 

3　初年度及璃度の事業計画並　9　取引金融機関の決定 凾ﾌ2/3以’ 

ぴに収支予算決定の件　　　　10　関係団体加入の決定 剌繧ﾌ多数 

士　借入金残高の最高限度額の決定11設立時の役員の任期決定’ 凾ﾅ決定 

舌　手数料仮び使用料)の最高額12　役員の選出● 

の決定’　　　　　　　13　字句の一部修正委任・ 

6・・理事・監事の報酬の決定 

総会議事録の作成. ��X,X*ﾙ?��Cｨ�ﾂ��b��ﾈﾋ��Yu��X-8揶��｢�



行政庁 �(h匣橙�・発起人 劔yﾘ馼���ﾈ�R�・●設立同意者● ..組合員.● 剩�� 

組合設立く・ 認可申請 三二 ノ .法務局. 認可 行政庁 税務署 都道府目 市町村 ��●　　音 劔�c���yﾘ馼檍�R� 剽搦�(及 

1理事長・専務理事等の決定. 劍-�ｬH駟_R��

2各程規程等の制定 劔�8醜,ﾉ:��

3その他必要な事項 劍�8*ｨ*�.����yﾘ馼,ﾈ曁���Kﾉ�H*ｨ����ｿﾈ+X��+ｸ,ﾂ�暹KﾉY�,R��ﾈ�.���4ｨｬH馼,��

理事会諸事録の作成 

出席理事は監事)が記名押印 

・設立認可申請’ 剞ﾝ立晒l 

設立秀 男 � 

設立認可申講書(添付書類) 
土　設立趣意替・ 

2　事業晒害(初年度及び次年度) 劔業務監査 権限を付ノ● 

3　収支予算呑(及び資金計画割“(初年度及噛華) 

4　定款 劔与した場 合 出資口’ 

5.設立同患者名簿及び輩約事 

6　韻事同意聾及び出資引受喜’・ 

7　創立総会歯車録 

8.役員名簿 

9.就任承諾書 

10　代表理事を選定した理事会詰要録　.・ 

11(認可申韓が発起人代表によりなされているとき) 

発起人代表以外の発起人の委任状 

12　発起人の �8ｭ8�洩靼���

可書の到達　　　.・ 剞q 事業 

aら理事一考轟 冖�,ﾈ処*ｸﾇ�*ﾂ��ﾙzx駟k�処ﾇ�･���ﾂ�

設立同意者宛 劔�H,ﾉ¥��ﾕ姥8�"�

出資払込請求　..〆・一一 劍�e�%(�ﾖ8��b�ｨ�:�,ﾈ､ｨ趙�

∴出資払込完了十’’●. 劔出資払込 完了後2 週間以内 に登記 

・　設立の登記　∴・. 

1設立登記申霜害　　　7 

2　定款’　　　　　8　設立認可書 

3　創立総会輯膏録　　9・(代理人中瀞の夢合) 

4、姦事会諺事録・∴委任状 
5　就任承諾香　.10　印鑑届書∴ 

“法人成立届書・・ 

説務署への法人設立届出書等の届出・’ 

1・定款等の写し　　　5’設立趣意書　● 

2・登記簿謄本　　●　年　設立時の貸借対照表 

3.珠主等の名簿　　●　7　事務所所在地の略図・ 

4∴現物出資者名簿　● 

都道府県・市町村税務畢当部署への法人設立等の届申 

公正取引委員会への届出骸当組合のみ)・ 公正敬う 委員会 �� 

.入会 剪�實�凾ﾖの加入 

王=王国国王国王∃王国 



平成　　年　　月　　日

京都府知事　〇〇〇〇　様

組合の住所及び名称

代表理事の氏名

中小企業等協同組合設立届書

下記のとおり登記事項証明書を添えて、中小企業等協同組合の成立を届け出ます。

記

l　事務所の所在埠

住所
’電話番号“

FAX番号

2　成立の年月日

平成　　年　　月　　日

(別添書類)i登記事琴証明書又はその写し　‾



起因日 刹N案日 剏�ﾙ日 倡ｸﾗ9?｢�

平29.11.14 剳ｽ29.11.14 剔≠ｱく主I之.廿 兌ﾘ-9D糲8b�-2�

文書分類 剳ﾛ存年数 剽癜ｶ 兌h��MHﾘb�

商-1-7-2 (許認可)● �(永)年(　年度まで) 剔諱@　　　号 ��ﾏﾈ艙V��

文書主任 雪霧 兌h���(ﾛ�%99iTﾈﾊ�GX���佇�ﾉmｩ��6���ﾝ｢�浄書毒繊　読札 

起案者 劔公開状況 

商業’経営支藤　阪上讃 

内線　4827　番 

件名 

中小企業等協同組合の設立認可について 

<京都生コンクリート協同組合連合会.> 



標記のことについて、設立発起人代表京都生コンクリ二ト革嘩玲代表

理事井辻蔀町から、平成29年8月10弓付けで、京都生コンクリート

協同組合連合会の設立認可申請が提壁れま咋o

その内容を審査したところ、別添調書のとおり法令違反事項はなく、適正で

あると認められますので、中小企業等協同組合法第2 7条の2第1項の競走に

よ-り、案の1により認亘夢るとともに、案の2により申請者あて通知才ること

としてよろしいか。



事業協同組合設立判定調書
(平成29年11月14日) 

組　合　名 仍�79�h5(984�6ﾘ�ｸ6xｺi:��xﾘy��ﾘx橙�発起人代表 京都市南区東九条明田町8 番地 京都生コンクリート協同組合 代表理事井辻喜和 

所　在　地 仍�78�9>ﾈｾi8ﾈｾ8��k�69*ﾃ窺I&��

業　　　種 ��ｹ�(ｼh����������������������������*ﾒ�

経　　　過 兌ﾙ�ﾃ#僖紿ﾈ譎�ﾙzy�ｩ&ｸ�������������%8��9f�(h匣檍�ｨ蓼蓼蓼5"�平成29年6月i基本的事項の事前協議完了l担　当i　　lI 

i　　　　　　　　　　看担　当i 

設立の目的 侏ｸﾝﾘ���h5(984�8ｨ�ｸ6xｼh､X,X,ﾘ��x�+��/�,X*(.倡8ｻX,ﾉ(h,X�x�,ﾈﾌ�.�+8.｢�た小さなェリアだけでは、安定した受注機会を確保することが困難になってきて 
いる。一方で輸送手段や生コンの品質、保存方法などが近年、向上しており、 
供給可能なェリアは拡大傾剛こある。 

受注規模に応じた柔軟で効率的な供給体制を組合連携のもと構築することで、 
ジャスト・イン・タイムで各工場の生産状況や各車両の稼働能力に応じた効率的 

な生コン製造、供給が可能となり、安定的な受注の確保、生産性の向上、車両維 

持管理費や人件費などの削減効果も期待できる。 
●　よって、スケールメリットを活かし、各事業者の経営安定、高品質な生コン供 

給の維持を図り、業界振興や地域発展に貢献することを連合会設立の目的とする。 

事業計画 資金計画 ���Ykﾆ������������ｹ�79�h5(984�8ｨ�ｸ6xｺi:��xﾘy��ﾘx檍���������8�8�8�"�

2.地　　　　　区　　京都市、向日市、長岡京市、宇治市、城陽市 

等について 冦�,8ﾈ譏�8��ｹ�69]8�8��JｩJh�8��-Hｮﾈﾅ8ｷ�-��ｨｧ佛8�R(�8�8�X�"�

3.事務所の所在地　　京都市南区東九条明田町8番地　　　　　　………可 

4.組合員資格及び設立同意者の資格の適正　　　　　　　　　　　………可 

①生コンクリートの製造の事業を資格事業とする協同組合 

②本会の地区内に事業場を有すること 

5.事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……‥・可 

①共同販売に関する事業 

②教育及び情報の提供に関する事業 

③福利厚生に関する事業 

④各号の事業に附帯する事業 

6.資　金　調　達　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………可 

出資金　4,000千円’ 

7.収　支　予　算　初年度　　3,220,037千円　　　・二・……可 

次年度　12,873,330千円 

認可の可否 僖b陷(,ﾘ�(,X*�.窒�



設立認可申請書 刮ﾂ//　　　　　　　　　　　し 

苧 出 魯 類 の 検 討 �.悪ﾂ�可//・・ 

}」, ’事業計画書 �"���

収支予算書. �"���������ﾂ�

設立趣意書 �?�ﾋ��

創立総会議事録 �"�6ﾘ�ﾂ�

役員名簿 �5B謁ﾘ馭ﾈ68����ｬH駟�b亦�

第1回理事会議事録 �<���

役員就任承諾書 ������������������蔚88ﾈ���

設立同意者名簿及び誓約書 �(����ﾙzy:�8�)�C｣I�ﾈ8ﾂ��

設立同意書及び出資引受書 �(�b�6ﾒ�

委任状 ��h�"�6ﾒ�

設立発起人印鑑証明書 �"�6ﾒ�

手 続 き ��ﾙzyJﾘｴ��ﾂ�4人/ 

創立総会 ��#)�IxYO���6X�R���������������7�&��(ﾇx��B��



(薯の))

京都府指令9商都告辞/

京都申南区東九条明甲叩番埠/

京都生コンクリート協同組合連合㌻

設立発起人代表

京都市南区東九条明田町8番坦/

京都生コンクリート協同組合/

代表理事井辻喜市㌦/　〆〆

平成29年8月10口琴で申請の京都竺コンクリ・‾ト畢準導合筆設立につ

いては¥認可しまウ　~

平成29年仕月」沸/

京都府知事山田啓シ/



序のリ

9商第68盆号/

平成29年尺月義8日/

京都生コ◆ンクリート協同組合連合会/

設立発起人代表/

京都生コンクリート協同組合/

代車事井辻宇和.琴イ

京都府商工労働観光部チ

中小企業等闘組合の設立認可について・(通知)/

平成29年8月10日付叩巧のことにっいては、別添のとおり認可されましたので、通

な雪、 ・中小企業等協同組合法第84撃規定により、出資第1回の鷺みがあった日から

2週間以内に設立の翠をしてくださいo /

また、設立の登記後は、登弔簿の謄本を添えて中小企業等協同組合成立届出葺を提出し

てください。


